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－56 （　  ）－
  １）地方公共団体が補助事業に直接に補助金交付しているもの










































































































































































































    See Order in Pending Case， West Virginia v. EPA (Feb.9，2016)，































































－65 （　  ）－
ことが適当である。他方，行政処分性がない交付決定に対しての取消権行使の
場合には，民法（1896 年法律第 89 号）126 条の適用になり，追認をすること























































－67 （　  ）－
れまでいくつかの裁判例において，自治体の規定する「補助金交付規則」「補
助金交付要綱」等の規則および要綱に基づく補助金交付決定の行政処分性は否
定されてきた（名古屋地判昭和 59・12・29（判時 1178 号 64 頁），浦和地判平
成 5・10・18（判タ 863 号 193 頁）等）35。つまり，これらは私法上の贈与契約
の申込みに対する承諾として扱われると示されたのである。
さらに踏み込んで，交付決定が，2号訴訟における行政処分性を有するもの


































仙台高判平成 27・7・15（判自 405 号 13 頁）を検討する。この裁判例は，住
民らが市長に対して，市が高校の後援会に対して交付した補助金につき，（主















































の交付に関して争われた，自治法 242 条の 2第 1 項 3 号，4号に基づく住民訴
293















ている（最一判平成 2・4・12（判自 77 号 25 頁），最三判平成 4・12・15（判


















②「取消権」は，自治法 237 条 1項所定の「財産」に該当するか
本件においては，原判決と本判決は判断が分かれている。原判決は，取消権
を行使することにより発生する補助金返還請求権は，自治法 237 条 1 項の「債

















するところである。興津教授は，交付決定の取消権が自治法 237 条 1 項所定
43　興津・前掲41）159頁。
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－72 （　  ）－
の「財産」に該当しないことには異論がないと述べる（前述の大分地判平成
15.12.22（LEX/DB文献番号 28090557））。さらに，福岡高判平成 18・10・31（判





























































































16（LEX/DB文献番号 25420892），さいたま地判平成 17・6・1（判自 280 号 31 頁）










































































































－79 （　  ）－
イオマス事業の実施は中止されることとなった。竹資源株式会社は，平成 22
年 2 月 9 日，御船町に対し，自己資金の確保ができず，バイオマス交付金を
利用した本件事業の実施を断念することおよび既に交付を受けた本件補助金 2
億 9279 万 3000 円は同年 3月 31 日までに返還することを通知した（御船町は，
平成 21 年 2 月 10 日，2 億円を支払い（「本件支出 1」），平成 21 年 5 月 29 日，
9279 万 3000 円を支払った（「本件支出 2」，本件支出１と併せて「本件各支出」。）
御船町では，平成 22 年 4 月 7 日，本件事業が中止となったことについて調
査を行うため，自治法 100 条 1 項の規定により，竹バイオマス事業に関する調




消し，2億 9279 万 3000 円の返還を命じる旨要請する調査報告書を作成した。
御船町では，平成 22 年 11 月 29 日，御船町議会第 9回定例会（11 月会議）
が開催され，御船町財政調整基金を取り崩して国にバイオマス交付金 2 億




















































































実を知った平成 21 年 6 月末以降，速やかに，本件補助金の交付を取消し，本
件会社に対し，本件補助金の返還命令をする必要があったということができる。














































－84 （　  ）－
相当する金員を返還したことが違法な公金の支出であるとして，自治法 242 条























結果，平成 18 年 8 月 10 日，本件不動産に根抵当権が設定された。エコ事業者
は，平成 18 年 8 月に堆肥化施設の稼働を開始したものの，平成 20 年 10 月に
その操業を停止した。
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－85 （　  ）－
そして，平成 21 年 12 月 25 日，本件事業用の不動産に対する担保不動産競
売の申立てがされて，平成 22 年 1 月 20 日，同開始決定がされた。
平成 23 年 5 月 5 日，エコ事業者は，市に対し，市規則 20 条に基づく財産処







同年 9月 30 日，前記担保不動産競売の手続により，本件事業用の不動産が
売却された。
国が，平成 24 年 1 月 27 日，県に対し，国庫補助金の一部に相当する金員 1
億 9659 万 0956 円（「国庫補助金相当額」）の返還を求めたところ，県は，これ
に応じて，同額の金員を同年 2月 15 日に国に返還した。
県は，前記返還に先立つ平成 24 年 2 月 1 日，市に対し，県補助金の一部に















































































－88 （　  ）－
③県知事に過失はあったか





団体が被った損害につき賠償責任を負う」と述べる。平成 24 年 2 月 15 日にさ
れた県のこの国庫補助金相当額の返還は，農村振興課長の専決で行われた。
では県知事は，この農村振興課長の専決にいかに関わったのであろうか。










県知事は，この事態に少なくとも平成 23 年 3 月 17 日，同月 30 日および同
年 4月 12 日の時点で，担当者から対応案の報告を受けていた。それゆえ，補

























定等（補助金適正化法 21 条 1 項，国税通則法（1962 年法律第 66 号）40 条，




















































第一審は宇都宮地判平成 27・3 月 4（LEX/DB文献番号 25506074），控訴審は











































































ない。ここで条件とは平成 17 年 10 月 14 日の県補助金の交付決定には，これ








































































































係る財産処分承認基準（環企発第 080515006 号平成 20 年 5 月 15 日，一部改正














































































東　幸太郎氏（三重県職員：法曹有資格者）による 2016 年 6 月 4 日開催の
行政判例研究会報告（於　名古屋大学），ならびに 2016 年 7 月 30 日開催の富
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72(296) 15 Ｙは， 市長は， 
72(296) 21 Ｙと 市長と 
73(297) 20 Ｙには 市長には  
 
